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2002

　
　

▪日光事業所ISO14001認証取得
▪横浜研究所※ISO14001認証取得（※現横浜事業所）
▪グリーン調達準備委員会発足

2003

　
　
　
　
　

▪執行役員制度を導入
▪古河電工環境基本方針改訂
▪環境保全活動中期2005策定（'03～ '05）
▪グリーン調達実行委員会発足
▪環境連結経営連絡会発足
▪連結経営者層セミナー開催

2004

　
　
　
　

▪環境保全活動中期2005改訂
▪安全環境衛生推進部を安全環境品質統括室に改称
▪コンプライアンス委員会発足
▪「古河電工グループ企業行動憲章」制定
▪ 障害者雇用の特例子会社「古河ニューリーフ」を
   立上げ

2005

　
▪グリーン製品管理委員会発足
▪「コンプライアンス・ハンドブックⅠ」発行

2006

　
　
　

▪環境保全活動中期2009策定（'06～ '09）
▪リスクマネジメント委員会発足
▪報告書名称を「環境・社会報告書」に改め発行
▪「コンプライアンス・ハンドブックⅡ」発行

2007

　
　
　
　
　

▪CSR推進本部設置
▪ CSRO（チーフ・ソーシャル・レスポンシビリティ・
　オフィサー）の選任
▪ 安全環境品質統括室を安全環境推進室・品質管理
   推進室に改称・分離
▪CSR・リスクマネジメント委員会発足
▪「古河電工グループ企業行動憲章」一部改訂
▪報告書名称を「CSR報告書」に改め発行

1972 ▪公害防止全社規程制定

1974

　
▪環境管理室設置
▪省エネルギー活動チーム発足

1976 ▪中央品質管理委員会発足

1989 ▪特定フロン使用削減チーム発足

1992 ▪ 特定フロン使用削減チームをオゾン層破壊物質使用
削減チームに改称

1993 ▪「地球環境保全に関する基本的な考え」の策定
　（古河電工のボランタリープラン）

1994 ▪省エネルギー推進委員会発足

1996 ▪特定フロン、トリクロロエタン全廃

1997 ▪産業廃棄物削減推進チーム発足

1998

　
　
　
　
　

▪古河電工環境基本方針制定
▪中央環境管理委員会発足　
▪環境調和製品開発委員会発足
▪千葉事業所ISO14001認証取得
▪三重事業所ISO14001認証取得
▪公害防止全社規程を改訂し、全社環境管理規程制定

1999 ▪ 環境管理室と安全管理部門を統合し、安全環境衛生
推進部設置
▪全社中央安全衛生委員会発足

2000

　
　
　
　
　

▪環境・エネルギー研究所設立
▪関連会社環境連絡会発足
▪環境報告書創刊
▪環境担当者会 議発足
▪平塚事業所ISO14001認証取得
▪大阪事業所ISO14001認証取得

2001 ▪環境保全活動中期2002策定（'01～ '02）
▪環境会計公表

古河電工CSR活動の歩み

ホームページによる情報公開

　当社のホームページでは、当社の環境への取り組み状況を公開
するとともに、本報告書を始め、これまでに発行された環境報告
書をPDFファイルにて紹介しています。

下記の古河電工ホームページで閲覧できます。
http://www.furukawa.co.jp/


